
利子割額の控除・充当・還付に関する明細書（第９号の２様式）記載の手引 

愛 知 県 

１ 用途等 

(１) この明細書は、平成27年12月31日までに法人が支払いを受ける利子等について課された利子割額があ

る場合において、その利子割額を地方税法の一部を改正する法律（平成25年法律第３号）による改正前

の地方税法（以下「旧法」といいます。）第53条第26項の規定により法人税割額から控除しようとする

とき、同条第39項の規定により充当しようとするとき又は同条第40項の規定により還付を受けようとす

るときに記載し、第６号様式の申告書又は第10号の３様式の更正請求書に添付してください。 

(２) この明細書は、まず、下段の「公社債の利子又は投資信託の収益の分配に係る控除・充当・還付を受

ける利子割額の計算」（「④」以下）を記載し、次に上段の各欄（「１」から「５」まで）を記載しま

す。 

(３) この明細書は、事務所又は事業所（以下「事務所等」といいます。）（２以上の都道府県に事務所等

を有する法人が本県内に主たる事務所等を有する場合は当該主たる事務所等、本県内に複数の事務所等

がある場合はそのうちの主たる事務所等）所在地の県税事務所長に提出してください。 

(４) 「※処理事項」欄は記載する必要はありません。 

２ 各欄の記載のしかた 

欄 記載のしかた 

１「法人名」 法人課税信託の受託者が当該法人課税信託について、この明細書を第６号様式

の申告書又は第10号の３様式の更正請求書に添付する場合にあっては、当該法人

課税信託の名称を併記します。 

２「その他 ４」 旧法第23条第１項第14号に規定する利子等のうち、「預貯金の利子及び合同運用

信託の収益の分配 １」欄、「公社債の利子 ２」欄又は「投資信託の収益の分配

３」欄に該当しないもの（定期積金・掛金の給付補填金、抵当証券の利息、金貯

蓄口座の利益、外貨建定期預金の為替差益等）を記載します。 

３「収入金額 ①」 課税標準の算定期間（以下「算定期間」といいます。）中に支払いを受けた金額

（所得税・利子割込みの金額をいい、算定期間の末日までにその利払期の到来し

ているものに限ります。）を記載し、「①について課された利子割額 ②」には、

その支払いを受ける金額について課された利子割額を記載します。 

４「②のうち控除・充

当・還付を受ける利

子割額 ③」の各欄

(１) 「預貯金の利子及び合同運用信託の収益の分配 １」及び「その他 ４」

には、「①について課された利子割額 ②」の金額をそのまま記載します。 

(２) 「公社債の利子 ２」及び「投資信託の収益の分配 ３」には、公社債利

子等の計算期間のうち元本を所有していた期間（以下「元本の所有期間」とい

います。）に対応する部分の額のそれぞれの合計額を、「公社債の利子又は投資

信託の収益の分配に係る控除・充当・還付を受ける利子割額の計算」の「個別

法による場合」又は「銘柄別簡便法による場合」のいずれかの方法により計算

して記載します。 



５「公社債の利子又は

投資信託の収益の分

配に係る控除・充

当・還付を受ける利

子割額の計算」 

元本の所有期間に対応する部分の額の計算について、地方税法施行令の一部を

改正する政令（平成25年政令第173号）による改正前の地方税法施行令第９条の８

第２項の規定の適用を受ける場合には「個別法による場合」各欄を、同条第３項

の規定の適用を受ける場合には「銘柄別簡便法による場合」各欄を、それぞれ記

載します。 

銘柄別簡便法による場合には、公社債と投資信託の受益証券の２グループに区

分し、さらにその元本を当該公社債利子等の計算の基礎となった期間が１年を超

えるものと１年以下のものとに区分し、その区分に属する元本のすべてについて、

その銘柄ごとに、簡便計算法を適用します。 

６「公社債利子等の計

算基礎期間 ⑥」及

び「⑥のうち元本所

有期間 ⑦」 

月数は、暦に従い計算し、１月未満の端数は切り上げて記載します。 

７「⑩について課され

た利子割額 ⑪」の

「都道府県別内訳」

⑩について課された利子割額を、当該利子割額を特別徴収した旧法第71条の10

に規定する特別徴収義務者が申告納入した都道府県ごとに区分し、記載します。

８「公社債利子等の計

算期末の所有元本数

等 ⑫」及び「公社

債利子等の計算期首

の 所 有 元 本 数 等

⑬」 

公社債については所有元本の額面金額により、投資信託については所有元本の

数により記載します。 

９「
 ⑫ － ⑬ 

 ２又は 12  ⑭」
(１) 公社債利子等の計算期間が１年以下であるものの元本の場合 

… 
 ⑫ － ⑬ 

 ２又は12

(２) 公社債利子等の計算期間が１年を超えるものであるものの元本の場合 

… 
 ⑫ － ⑬ 

 ２又は12

10「控除・充当・還付

を受ける利子割額

⑯」の「都道府県別

内訳」 

銘柄ごとの「控除・充当・還付を受ける利子割額 ⑯」の総額に「⑩について

課された利子割額 ⑪」の都道府県別内訳を乗じ、「⑩について課された利子割額

⑪」の総額で除して計算した金額を記載します。 

なお、按分した後の金額は、小数点以下四捨五入することとし、これらの金額

の合計額が銘柄ごとの「控除・充当・還付を受ける利子割額 ⑯」の総額と一致

しないときは、「⑩について課された利子割額 ⑪」の都道府県別内訳の最も多い

都道府県において調整します。 


